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1 はじめに

成城大学法学部教授

本稿は，合意，応訴，反訴，併合を管轄原因とする国際裁判管轄に関して，

平成8年の新民事訴訟法の制定後の判例と学説の展開を考慮して，将来の立法

の課題を提示することを目的とする (1）。合意，応訴，反訴，併合のいずれの管

轄原因も民訴法の土地管轄規定に根拠を有している。国際裁判管轄を考える際

に土地管轄規定から出発する（二重機能性の原則的肯定）というわが国の判例（2）の

立場をふまえて，本稿では，これらの管轄原因を定める土地管轄規定がどこま

で国際裁判管轄のルールとして妥当するのか，という観点から検討する。

2 合意管轄

(1) 新民訴法の立法論議

平成8年に公布された新民事訴訟法の立法論議において，当初国際民事訴訟

法も検討対象に含まれていた（3)0 しかしその際にも国際的な合意管轄論は格別

の検討事項にされなかった。ただ圏内管轄の規制として約款上の専属的合意管

轄条項が消費者保護の見地から問題であるとして，①法人または商人だけが事

前の管轄合意をすることができるという案と，②管轄合意の場合に専属性を認
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めず，移送に服させる二つの案が検討された。その問題意識は消費者保護とい

うわが国の公序の貫徹である（4）。このような内国の管轄合意の規制が国際管轄

にも類推できるのか，という議論はなかった。

それゆえに新しい国際裁判管轄法を考えるとき，管轄利益の考量に立ち返っ

た検討からはじることもできる。しかし，当事者利益の尊重の観点から，国際

裁判管轄の合意には合理性があることはこの間の学説上も争いがなく（5)'

で立ち入る必要はないだろう（6)a 

(2) プロロガチオンとデロガチオン

甲、，
、．， 、ーー

新しい論点として，国際的管轄合意の二つの要素，すなわちわが国の裁判所

に国際裁判管轄を創設する合意（プロロガチオン）と管轄を排除する合意（デロ

ガチオン）の関係をどのように考えるか，という問題がある。 2005年に成立し

たハーグ管轄合意条約（7)3条aは，管轄合意にはこの二つの要素が同時に含ま

れるという前提から出発している。しかし，上記のように，管轄合意の正統性

が当事者利益の実現にあるならば，両者を常に一体のものと解する必然性はな

い。特定の国際裁判管轄だけを排除する合意も，または新しい管轄権を付加的

に創設するだけの合意も可能である。これに加えて，合意された管轄が専属的

なものか，付加的なものかは，合意に際しての当事者意思から明らかにされる

べきである。

(3) 管轄合意の効力と成立に関する準拠法

国際裁判管轄の合意に関する準拠法について，従前，国際民事訴訟法独自説

（法廷地法説）と当事者自治説（契約準拠法説）が大きく対立していた（8)a この対

立は，国際民事訴訟法の独自性をめぐる理念の違いに起因するものであった。

近時の学説では，管轄合意について準拠法が問題となる場面を分解して，管轄

合意の許容性，成立および訴訟上の効果をそれぞれ区別して論じる。

①適法性と訴訟上の効果

わが国の裁判所の国際裁判管轄を創設する，または排除する当事者の合意が

あるとき，わが国の受訴裁判所はそれに有効に拘束されるのかどうか（管轄合意
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の適法性・許容性），またそれを訴訟上どのように取り扱うのか（訴訟上の効果）は，

手続法の問題である。したがって，法廷地法，すなわちわが国の国内法によっ

て判断すべきである｛針。

②管轄合意の成立

それに対して，合意の成立問題（意思表示の暇疲）は，当事者の「合意Jとい

うその性質を考慮するならば，契約上の合意と異なるところがなく，実体法に

服し，その準拠法について当事者意思に従うことが可能である。内国の土地管

轄の合意の成立問題について民法の意思表示の暇庇の規定が考慮されるのと同

様に，国際裁判管轄の合意の成立問題については主契約の準拠実体法によって

判断される（10）。

(4) 合意の方式

民訴法11条2項は合意の方式として書面性を求める。その理由は，管轄合意，

特に管轄排除の合意は当事者に重大な影響を及ぼすために当事者の意思の明確

性と証拠の確実性を期するためである（11）。したがって，合意の方式は，管轄合

意の有効性に直結する問題として，手続法事項に含まれると見ることができる。

国際的合意管轄の合意の方式について見るならば，法廷地の（国際）民事訴訟

法によることになる（12）。

では，法廷地法として機能する将来のわが国の新しい国際裁判管轄法は，合

意の方式として国内法と同様の方式，特に書面性を要求するべきであろうか。

立法例としては，商人・法人と非商人で方式を区別するドイツ ZP038条，ま

たはわが国の民訴法11条2項のように一律に書面性を要求する規定または慣

習・慣行に従う方式を求める規定が参考になる。

わが国の新法を考えるとき，昭和50年最判(13）が示した方式についての説示

を出発点にすることは合理的である。すなわち「少なくとも当事者の一方が作

成した書面に特定国の裁判所が明示的に指定されていて，当事者聞における合

意の存在と内容が明白であれば足りると解するのが相当であり，その申し込み

と承諾の双方が当事者の署名のある書面によるのではなければならないと解す

るべきではないJとして，ゆるやかな書面性の方式が要求されている。
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わが国において土地管轄についても，民訴法11条2項の書面性の要件は当事

者意思の明確性と証拠の確実性が担保されていることを条件に実質的な判断に

基づいて解釈されている（14）。この圏内管轄の解釈態度は，同じく法廷地法が支

配する国際裁判管轄の合意の方式を考える場合にも転用可能なものである。そ

こでは，文書の引用による管轄合意も排除されない（仲裁法13条3項参照）。将

来の立法措置に際しては，民訴法11条2項と同様に当事者意思の明確性を担保

する趣旨での書面性の要件(IS）を明文化することが望ましい（研究会報告書第4の

1, 5(1)）。

(5）専属管轄と合意管轄

合意管轄が当事者意思に基づく管轄権であることから，日本の国際民事訴訟

法上，専属管轄とされる訴えの類型（登記または登録に関する訴え）などについ

ては，管轄の合意をすることができないことが指摘されていた。プラッセルI

規則23条3項は同様の考慮を明文化した。このことは，わが国の立法でも賛成

できる（研究会報告書第4のし 2）。

(6) 合意を否定する特段の事情の考慮

従来の学説において，外国裁判所に国際裁判管轄を認める当事者の合意があ

るにもかかわらず，当該外国との関連性が小さい，又は我が国との関連性が密

接であるような特段の事情がある場合にはその効力を認めるべきではない，と

して合意の効力の評価に比較衡量を導入する見解が有力に主張されていた（16）。

この点を立法的に明確に取り扱ったのは，ハーグ管轄合意条約である。まず，

他の適切な法廷地の存在を理由に管轄権の行使を差し控えるフォーラム・ノン・

コンピニエンスの考慮をハーグ管轄合意条約5条2項は排除した。他方で，

ハーグ管轄合意条約 19条は，その有効性のために内国関連性を要求すること

（留保宣言）を締約国に認めた。後者は，管轄規制における法的安定性を重視す

るドイツでは即座に批判されることになった（17）。

利益衡量をする有力説に対しては，わが国の学説でも異論が強い（18）。これに

加えて「特段の事情」および「内国関連性」の概念を法規定に取り込むことの
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技術的困難性は否定できない。従って，将来の立法においてこの有力説が直ち

に採用される見込みは乏しい。

(7) 合意管轄裁判所の管轄権

わが国の裁判権を排除して，外国裁判所に管轄を創設する合意（デロガチオ

ン）の場合，合意された外国裁判所に管轄権があることが有効要件になるか。

これは，前述の最判昭和50年の判旨において明示された要件のひとつである。

当事者によって合意された外国裁判所が管轄権を否定するならば，当事者は管

轄裁判所を世界中で失うことになり，一定の救済を講じる必要性はある。しか

し立法論としては，この問題は緊急管轄で対処できる事項であり，管轄合意の

有効要件として格別に明文化する必要性は大きくないだろう（19）。

3 応訴管轄

(1) 従来の判例学説

国際裁判管轄の規制として，民訴法12条に二重機能性を認めることについて

従来の判例学説に異論は見られない（研究会報告書第4の2)(20）。我が国の裁判

所に訴えが提起され，被告が裁判管轄の不存在を主張しないまま本案につき弁

論をしたとき，我が国の国際裁判管轄が生じる。このことは，外国裁判所に専

属的合意管轄が認められる事案であっても変わらず，また応訴以外の管轄原因

が我が国に存在するかどうかにも左右されない。

その場合の応訴の意味に関して，具体的に被告のどの程度の態度を意味する

のかは議論の余地がある。国際的応訴管轄を肯定した最初の判例といえる，大

阪地中間判昭和61年3月26日判タ 601号65頁は，被告が管轄について留保せ

ず，第一回口頭弁論期日から相殺の抗弁を提出するなど，本案への応訴の態度

が明白な事案に関わるものであり，しかも無管轄の主張は第6回口頭弁論期日

においてようやく提出されるという，濫用的なものであった。

東京地判平成12年11月24日判タ 1077号282頁は，国際的応訴管轄が認め

られるための応訴の程度とは，口頭弁論における実質的な弁論でなければなら

ず，本案に関する事項が記載された答弁書の陳述の擬制では足りないと述べて，
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応訴管轄の成立を否定した。被告が無管轄の抗弁をいつの時点で提出したのか

ということは，本判決では考慮されていない（21）。

学説は，本来国際裁判管轄を有しない国家の裁判所において訴訟遂行を強い

られる被告の不利益は圏内事件に比べてより大きいことを考慮して，その成立

に抑制的な態度を示すことで一致する（22）。すなわち，国際的応訴管轄のための

本案についての陳述は，現実に裁判所に出頭して口頭で行われる必要があると

いう判例の立場は学説上も支持されるものである。また， ドイツの学説のよう

に被告への無管轄についての教示を裁判所に義務付けようとするならば（23），こ

の程度の応訴は不可欠の前提にもなる。

なお，新民事訴訟法の土地管轄に関しては移送規定の改正によって（民訴法

17条），裁判管轄の場所的調整がより柔軟にできるようになったが，それができ

ない国際裁判管轄においては管轄権の創設に慎重な態度を要求することになる

だろう。

応訴の程度に関する立法例として，プラッセルI規則24条は，他の訴訟要件

に対する異議であっても応訴管轄が生じると定める。それによれば，国際裁判

管轄に対する異議を述べないで，土地管轄についてのみ異議を提出する，また

は移送を申し立てる場合も，応訴管轄が生じることがあり得る（制。「本案につ

いてのj応訴を要求する日本法（及びドイツ法）は，このブラッセル規則に比べ

ると応訴管轄の発生に慎重であるように見える。もっとも，少なくともわが国

法において移送によって解消される土地管轄の異議は本案審理の回避を導くも

のではないので，両者の違いは大きくない。

(2) 外国裁判所の専属管轄との関係

応訴管轄が事後的ないし消極的な管轄合意の側面を有することから，当事者

が外国の裁判所に専属的合意管轄を定めている場合であっても，わが国の応訴

管轄は発生する（25）。それに対して，当事者の処分を許さない法定の専属管轄が

外国裁判所に認められる場合には，わが国の応訴管轄は発生しないと考えるべ

きか（民訴法13条の二重機能性の承認）。

立法例として，ブリュッセルI規則24条2文がその趣旨を定める。合意管轄
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と同様に，応訴管轄に基づくわが国の判決が外国で承認されないことがすでに

想定されるのであるから，かかる場合にわが国の応訴管轄を進んで認める意味

は乏しく，わが国の立法としても合理性を有する（研究会報告書第4の2, 2）。

4 反訴

(1) 反訴管轄の意義

民訴法146条は反訴管轄を許容する。圏内民訴法の議論において，反訴の意

義は審判対象の設定に被告の意思を反映させるという，当事者の武器対等また

は公平にあると考える立場もあった制。しかし，大正15年改正の旧民訴法238

条は， ドイツ法（ZP033条）にならって，本訴と反訴の聞に一定の牽連閥系が

あることを要件とし，この要件は現在の民訴法146条にも引き継がれている。

この牽連関係の要件から，反訴の意義は，当事者間の公平の利益よりも，関連

する事件を一挙的に解決すること（訴訟経済）と判決の矛盾の回避にあることが

明らかである。国際裁判管轄に関しでも訴訟経済と判決の矛盾の回避という利

益に合理性がある限り，この民訴法146条に二重機能性を付与して反訴管轄を

認めることには理由がある（研究会報告書第6の1, 2）。

立法例として，ドイツ ZP033条およびプラッセルI規則6条3号（さらに同

12条2号， 16条3号）は，同様の趣旨から反訴の国際裁判管轄を認めている。

(2) 反訴管轄の要件

反訴の土地管轄規定に二重機能性を認めることが合理的であるとして，民訴

法146条の要件，すなわち「本訴の目的である請求又は防御の方法と関連する

請求を目的とする場合Jも国際裁判管轄において維持（転用）できるか。

ZP033条に二重機能性を認めているドイツ圏内法は，日本法と同様の「本訴

の目的である請求又は防御の方法と関連する請求を目的とする場合Jという要

件の国際裁判管轄への転用をそのまま認める立場である。プラッセルI規則6

条は，反訴が「本訴（の基礎）と同ーの契約又は事実に基づく」という表現で

あり ＜21>, ZPO 33条よりも限定的であるように見える。

反訴被告（原告）の管轄上の利益を考慮するならば，要件をより厳しくする
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プリュッセルI規則のほうが民訴法146条又はZP033条よりも好ましいよう

に見える。しかし，「本訴（の基礎）と同ーの契約又は事実に基づくJという文
言は必ずしも一義的ではなく，両者に実際に違いがあるのか判然としない。そ

れ以上に，反訴の場合，反訴被告（原告）はその法廷地を積極的に利用する意

思をはじめから有しているのであるから，反訴請求について当該法廷地での応

訴を強要しでも何らの不利益はない。別の言い方をすれば，反訴請求について

潜在的な応訴管轄が反訴被告（原告）に生じていると見ることができる。そうで

あるならば，反訴管轄の規制において，反訴被告（原告）保護の観点は後退し

てよく，土地管轄と比較して格別の要件の厳格化は不要である。

したがって，従ってわが国の立法を考えるならば， ドイツ法と同様に，民訴

法（146条）の文言をそのまま国際裁判管轄の場面にも転用する，またはせいぜ

い「本訴の目的である請求と関連する請求を目的とする場合」と定めることが

可能であろう。

(3) 反訴請求の専属管轄

民訴法146条l項l号は反訴請求が専属管轄に服するとき反訴を認めない。

これを国際裁判管轄にも転用するならば，我が固から見て国際的専属管轄が外

国に認められる場合，反訴管轄が否定される。専属管轄の公益性を国際的なひ

ろがりでも承認できるならば，このような転用も理由があるといえる（研究会報

告書第6のし 3）。

なお，土地管轄の場合，合意による専属管轄（民訴法11条）は反訴管轄を排

除しない。なぜなら，反訴によって実現される訴訟経済と判決矛盾の回避の利

益（公益）のほうが，管轄合意に認められる当事者利益よりも勝ると立法者は

判断したからである倒。

国際裁判管轄の場合には，専属的な管轄合意によって実現するべき当事者利

益と上記のように圏内法で認められている「公益Jを比較して後者を優先させ

る必然性はない。土地管轄規定において上記のような専属的合意管轄が除外さ

れているは，移送による調整の場面を拡大し，同時に土地管轄に対する当事者

意思による支配を後退させたという新民訴法における土地管轄規制に固有の事
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情に基づくものであると想像される。このような事情が存在しない国際裁判管

轄については，反訴の請求について外国の裁判所に専属的管轄が当事者の合意

によって創設されているときもまた反訴管轄は否定されるとするべきである。

ω）相殺
審理対象の増加という点では，相殺の抗弁もここで取り上げることができる。

たしかに相殺は単なる防御方法にすぎず，訴訟係属は発生させない。しかし，

民訴法114条2項は裁判所が相殺の抗弁を判断した限りにおいて，自働債権の

不存在について既判力が生じるとして，訴えに準じた取り扱いをしている。そ

のことから，訴訟上の相殺は自働債権に関する裁判所の管轄を必要とするので

はないか，という疑問が生じる（29）。

反訴も可能なような本訴と関連性をもっ自働債権であれば，反訴の国際裁判

管轄を類推することができる。また，反訴被告（原告）が指定した法廷地が利

用されているのであるから，反訴被告の管轄上の不利益を考慮する必要もない

ように，思われる。応訴管轄が認められることも多い。さらに相殺の抗弁が防御

方法にすぎないこと，および被告の防御可能性を不当に制限しではならないと

いう点を強調することもできる倒。しかし，そうだからといって，相殺の抗弁

に供される受働債権について，受訴裁判所の国際裁判管轄を一律に不要とする

のは早急であろう。

まず，自働債権について外国の裁判所に専属的裁判管轄が存在して（合意管轄

及び仲裁合意も含む），そこから相殺禁止が解釈として導かれる場合（31），それに

よる相殺の抗弁は不適法である倒。それ以上に，相殺の抗弁と反訴の機能的類

似性｛お）及び既判力の発生を考慮すると，自働債権について無管轄の裁判所が審

理判断することは不合理である。相殺の抗弁に関する各国の異なる取り扱い

（援用の必要の有無，法定相殺，判決による相殺，その訴訟行為としての適法性）｛ωに

鑑みると，単なる防御方法として本訴の受訴裁判所にその審理を委ねることに

は障踏を覚える（35）。そこで，解釈論としては，（本訴の関連性のない）受働債権

がすでに既判力によって確定している，または反訴被告がそれを争わない場合

には，相殺は単純な差引勘定と同視できるので，準拠法による相殺権の属性の
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違いにかかわりなく，本訴の受訴裁判所が審理判断できる，というドイツの有

力説（36）には説得力があるように思われる。いずれにせよ，本論点は，管轄合意

及び反訴管轄の規律に大きく関わっており，その限りで将来の管轄立法におい

て格別の規定までも求める必要はないだろう。

5 併合管轄

民訴法7条の規定が国際裁判管轄としても機能するか，は伝統的論点である。

併合管轄は，従来の判例および学説において，二重機能性が直ちに認められな

い裁判籍の典型例としていつも引き合いに出されてきた。学説が否定説に傾い

ていたのに対して，近時一定の要件の下にこれを肯定するような説示を含む最

高裁判決が登場したことによって，議論の展開が見られる。

(1) 客観的併合

圏内土地管轄の場合にも，管轄原因のない請求が併合されて審理されること

の問題点は当然存在するが（空の第一請求に真の狙いの第二請求を併合する），そ

の場合には，移送によって対処すると考えられてきた。しかし，国際裁判管轄

の場合，国境を越えた裁判所の聞の移送は観念されないのであるから，この被

告の不利益を圏内の管轄規制の中で考慮しなければならない問。

①管轄利益

訴えの客観的併合の特別管轄を肯定できるための管轄利益について考える。

まず，これによって原告は本来無管轄の請求についても併合審理を求めること

が可能になる。それらについて訴求するために外国の裁判所に別に出向く必要

を省けるという点で，客観的併合の管轄が原告利益にかなうことは争いようが

ない。ただし，原告が被告に対する複数の訴え（請求）をひとつの裁判所に集

中したいのであれば，被告の普通裁判籍（住所地）のある国で提訴できること

には留意するべきである。

逆に被告にとって客観的併合の管轄にメリットはない。特に併合元の管轄原

因が請求原因事実と符合する場合（不法行為地および義務履行地の管轄），いずれ

の学説によるとしても側，裁判所はある程度本案に立ち入った審査をすること
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が不可欠であり，そのために被告も本案をにらんだ本格的な応訴を強いられる。

そのような管轄審理を経た上でなければ，併合される請求権について国際裁判

管轄の存否は判断できない。またはそのような審査の結果，併合元の請求権に

ついての無管轄が判明するならば，受訴裁判所は，併合請求についても直ちに

無管轄となり，そこでの従前の審理がすべて無駄になる。もし仮に被告が併合

元の訴えとの併合審理に何らかのメリットを感じることがあるならば，併合提

起きれている無管轄の訴えについて応訴管轄を生じさせることもできたはずで

ある。

最後に裁判所の利益，すなわち公益の観点は客観的併合の管轄を正当化する

だろうか。土地管轄の次元では，複数の訴えに何らかの関連性があるならば事

件の一挙的，統一的解決が実現されるように見える。しかし，通常の客観的併

合のケースでは，併合審理が強行されるべきだという制度上の必然性はなにも

ない。そもそも原告はこれらの複数の訴えについて同時提訴（併合提訴）を強制

されておらず，裁判所は弁論の分離も自由にできる。客観的併合の管轄を支え

る公益性は乏しい，と言わざるを得ない。

以上のようなメリット（利益）とデメリットを比較するならば，一般的に客

観的併合だけを原因とする国際裁判管轄を許容する根拠（正当化事由）は存在し

ないというべきである倒。

② 最判平成13年6月8日（ウルトラマン事件）

わが国の判例（最判平成13年6月8日・ウルトラマン事件最判）は，しかし，

複数の請求（訴え）の聞に「密接な関係Jがあることを要件にして，併合請求

の国際裁判管轄を認めた。新しい立法において，この要件を条文化した客観的

併合管轄を設けるべきであろうか。

まずこの最判の言う「密接な関係Jとは何か明らかにする必要がある。この

問題を詳論した渡辺教授の研究（40）に全面的に依拠していうならば，この最高裁

判決には，①（警告書の送付という）不法行為に関わる重要な争点について，独

立の確認請求をおよび不作為請求を併合させた場合，並びに②同一著作物に関

してわが国の著作権等の有無の確認を求める主請求に，外国の対応する著作権

等の有無の確認を求める請求を併合させた場合，に密接な関係を肯定した事例
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的な意義がある。

これらのうち，渡辺教授によれば，客観的併合の管轄の正当化根拠は，複数

請求聞の判断の矛盾の回避にあるという前提から，両請求が相互に依存・排他

等の条件的関連にある場合にのみ，「密接な関係」の要件が充足される。した

がって，上記の最高裁判決の判断のうち準拠法を異にする独立の権利（日本とタ

イの著作権）を扱う②の場合について密接な関係は否定される。

上記の判例の②の場合にも併合請求の管轄が認められるならば，例えば我が

国の著作権者が，同じ著作物についての「米国著作権」侵害を理由として米国

在住者に対して損害賠償請求訴訟を提起したいとき，被告（米国在住者）がその

著作物について日本の著作権を有しないことの確認の訴え（財産所在地の管轄が

我が国に認められる）に併合させてわが国の国際裁判管轄権を獲得することが容

易に可能になってしまう（41）。このような不当な結論を回避するためにも，判例

の密接な関係の基準は，渡辺教授が主張するような「両請求聞における先決，

選択，又は予備的な関係」というより狭いものでなければならい。

もっとも，そのような意味での密接な関係がある複数の請求のひとつについ

て管轄原因（例えば義務履行地管糖）が認められる場合には，通常は，他方の請

求についても同様の管轄原因が肯定できる場合が多いと思われる。そうである

ならば，一般的に客観的併合の管轄権を条文化しておくことの意義は乏しいと

もいうことができる。

③立法例

ブラッセル規則6条4号は，契約上の訴えについて，不動産に対する物権上

の訴えが併合されているとき，不動産の所在地の裁判所が管轄権を有する。ド

イツ競争制限防止法GWB88条によれば，本法違反およびカルテル協定違反の

場合，法的または直接の経済的関連があるとき，併合的できる。これらは，ご

く限られた場面に妥当する，例外的規定である。

(2) 主観的併合

客観的併合とは異なり，主観的併合（共同訴訟）の管轄において，本来無管

轄の裁判所で審理される共同被告の不利益の問題性は，国際裁判管轄のみなら
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ず，土地管轄の規律としても，自覚されていた。新民訴法の立法論議において

もこの問題は議論され，最終的には民訴法38条前段の類型に限定して共同訴訟

管轄が認められることになった（42）。

このような要件上の絞り込みを経た民訴法の共同訴訟管轄は，国際裁判管轄

のルールとしても通用するだろうか刷。

① 管轄利益

共同訴訟の管轄の正当化根拠として，通常，複数の請求の一挙的解決（訴訟

経済）と裁判の矛盾の回避の二つがあげられる。そのうち民訴法の立法者が後

者の裁判の矛盾の回避の利益をより重視していたことは， 7条但書から明白で

ある。

世界的規模での判決調和を理念のひとつとする国際裁判管轄法（国際民事訴

訟法）に関しでも，裁判の矛盾の回避という利益（公益）を尊重することは合

理性があり，わが国の国際裁判管轄法においても認められるべきである。

②立法例

国際裁判管轄として共同訴訟管轄を許容するプリユツセルI規則6条l号

（またはハーグ条約草案14条1項（最終案では削除））においても複数被告に対す

る裁判の矛盾の回避が根拠になっている。ただしこれらの規定においては，共

同被告のうちの少なくとも 1人について住所地（普通裁判籍）を理由とする国際

裁判管轄が存在しなければならない。日本の民訴法7条にはそのような限定は

ない。

複数の被告に対する訴えの管轄権をひとつの国の裁判所に集中させて，審理

し，裁判の矛盾を回避することだけを考えるならば，このような住所地管轄の

要件を設ける必要はないはずである。それにもかかわらずこの要件がおかれて

いるのは，プラッセル規則の立法者がたんに被告住所地という原則的な管轄原

因に執着していること以上の理由があるはずである。たとえば，併合元の被告

に対する訴えについて，不法行為地又は義務履行地に基づく国際裁判管轄が主

張されている場合，客観的併合の場合と同様に，本案と符合する管轄原因の審

査が進行して，結果的にそれが否定されるならば，併合された他の共同被告に

対する国際裁判管轄は根拠を失う。裁判所は，併合元の管轄審査と併合される
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共同被告に対する訴えと併合元の訴えとの関連性を同時並行的に審査すること

は負担である。

このように併合元の被告に対する訴えについて，裁判所にとって管轄権調査

の負担が少ない住所地管轄を要求するプラッセル規則等の立法例には十分な合

理性がある。わが国の新しい立法においても，土地管轄規定の民訴法7条とは

異なり，共同被告の1人について普通裁判籍が存在することを要求するべきで

ある（判。

③要件

共同訴訟管轄の規定においては，上記のような共同被告の一人についての住

・所地管轄の存在のほかに，共同被告間での裁判の矛盾を回避するという利益を

実現するための格別の要件が定められなければならない。仮に最判平成13年

判決（45）の「密接な関係Jの要件をここでも使用するならば，その意味が明らか

にされなければならない。

この場合に，各共同被告に対する判決の統一の意味を既判力のレベルに限定

することは困難である。被告側での必要的共同訴訟の場合でしか共同訴訟管轄

を利用できないとするならば，その適用範囲は極めて狭くなる。最判平成13年

の密接な関係の要件から言えば，明らかにその文言からはずれる。

既判力に加えて，判決理由中の重要な判断の点で相互に矛盾のない判断が要

請される関係にあるような複数請求聞でこの密接な関係が認められるというべ

きである。具体的には，民訴法学において「準必要的共同訴訟（必ljとしてあげ

られる例，すなわち主債務者と保証人，連帯債務者，共有が考えられる。もっ

とも，これを要件として明文化する際には，民訴法7条但書が準用する民訴法

38条前段の文言はそのまま利用できそうである（47）。

なお，併合のための「訴訟の目的である権利義務が同ーの事実上および法律

上の原因に基づくときjという要件について，最近のEC裁判所の判例は，同

じ発明であっても外国特許を束ねることはできないことを明らかにした倒。

「ひとつのまたは複数の締約国の領域内においてなされた行為を原因として，

異なる締約国に所在する会社を相手取つである欧州特許権の侵害訴訟が提起さ

れたとき，同ーの企業グループ（コンツエルン）に属する各会社は，系列会社の
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一社のみが策定した共通の企業戦略に基づいて，同一の態様でもって行動をし

た，という場合であっても， EC管轄執行条約6条l号は適用されないと解釈さ

れる。」「同ーの事実上の原因に基づくときjという要件の該当性が問題になる

具体例として，わが国でも議論がされることになるだろう。

6 おわりに

本稿で取り上げた各裁判籍のうち，併合管轄は従来の学説または一部の裁判

例において国際裁判管轄への転用（二重機能性）を消極的に解されることが多

かった。しかし，前記の最判平成10年（サドワニ事件）および最判平成13年

（ウルトラマン事件）が一定の要件（密接な関係）を要件として国際裁判管轄を認

めた結果，主観的および客観的併合の双方について併合管轄にも二重機能性を

認める傾向が我が国で強くなっているように思われる。しかし，外国の立法例

またはブラッセル規則等と比較してみると，請求の客観的な併合の場合（相殺の

抗弁も含む）には管轄利益の考量の上で依然として慎重であるべきことが明ら

かになった。

また，将来，これらの裁判籍に原則的に二重機能性を付与する立法措置がと

られたとしても，応訴管轄における応訴の程度，反訴管轄における本訴請求と

反訴請求の関連，または客観的併合管轄における複数請求聞の密接な関係とい

う要件を法律条文に具体的に書き表すことは不可能である。管轄原因を絞り込

むこれらの抽象的な要件についての解釈上の争いは避けられない。したがって，

これらの裁判籍に関する限り，立法化による際だつた利点は見込めない。

(1) 本稿は，第117回国際私法学会（平成20年5月11日中京大学）のシンポジウム

「国際裁判管轄立法に向けて（その1)Jにおいて担当した報告の原稿に基づいてい

る。その後，わが国の国際裁判管轄立法を念頭においた「国際裁判管轄研究会」（座

長・高橋宏志教授）の報告書が阻L槌3号（20回） 37頁， 884号制頁， 885号制

頁， 886条81頁， 887号114頁，部8号72頁に公表された。本稿はこの報告書も参

照しており，以下「研究会報告書」として引用する。

ω 最判昭和56年10月16日民集35巻7号1224頁（マレーシア航空事件），最判平
成9年11月11日民集51巻10号4055頁（ファミリ一事件）。
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「国際民事訴訟法」竹下守夫編集代表・講座新民事訴訟法ill(1998) 395頁，藤田泰

弘・日米国際訴訟の実務と論点 (1998)173頁。
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(5）研究会報告書（3)NBL885号制頁。
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(1999) 121貰。

（力本条約については，道垣内正人「ハーグ管轄合意に関する条約（2005）」新堂幸

司＝山本和彦編・民事手続法と商事法務（2006)251頁が詳しい。

(8) 中野俊一郎「管轄合意・仲裁合意・準拠法選択」斎藤彰編・国際取引紛争におけ

る当事者自治（2005)67頁，神前禎「合意による管轄J新・裁判実務体系3国際民
事訴訟法（2002)138頁。

(9) 松本博之＝上野泰男・民事訴訟法〔第4版補正版， 2006〕243頁。

倒神前・前掲 141頁，松本＝上野・前掲243頁。
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約と性質決定し，そのうえで書面の必要性等の方式は，意思表示の外部的形式に含

まれるので，実体法的処理に服するとする。

Q3) 最判昭和50年11月28日民集29巻10号1554頁。

ω 秋山ほか・前掲179頁。
Q5) 「書面性」の程度については解釈問題として立法後も議論が必、要である。さしあた

り，最判昭和50年の判例の基準を手がかりとするべきである。当事者意思の明確性

と真意性を条件とするものであるから，必ずしも当事者双方の署名のあるものを原

則にする必要はない。反対に書名要件を強く要求するのが藤田泰弘「日本裁判官の

国際協調過剰3」判タ 2時号 (1970)16頁。また，田中誠一「国際合意管轄条項に

関する覚書」好美清光先生古稀記念論文集・現代契約法の展開（2000)470頁参照。

細貝瀬幸雄・国際化社会の民事訴訟 (1993)290頁。研究会報告書（3)NBL885号66

頁。

Q7) Schack, IZVR 4. A叫，Rn442

Q8) 神前・前掲 142頁。

Q9）研究会報告書（3)NBL885号67頁。

仰 山田恒久「応訴管轄」国際私法の争点〔新版， 1996〕233頁，同「応訴と国際裁

判管轄J法学研究68巻12号 (1995)383頁。
ω 安達栄司「判批」ジュリスト 1250号239頁参照。
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伺大阪地判昭和61年の評釈で一致した見解である。安達・前掲239頁参照。

倒 Schack,IZPR，耐l.485，中野俊一郎「国際応訴管轄と外国判決の承認J神戸法学
雑誌46巻2号 (1999)251頁。

帥中野・前掲249頁。

回大阪地中間判昭和61年3月26日判時1200号97頁，中野・前掲247頁。

側新堂幸司ほか編・注釈民訴5巻（1998)382頁。

師ヘーグの1999年管轄執行条約草案15条も同様である。

舗法務省民事局参事官室編・一問一答新民事訴訟法 (1996)146頁，竹下ほか（研

究会）・前掲141頁（竹下発言）。

倒 ダグマー・ケスター・ヴァルチェン（渡漣憧之訳）「国際民事訴訟法における相

殺」阪大法学46巻2号365頁。

側渡辺憧之「判批」ジュリスト重判解説昭和61年度271頁。

ClO 応訴管轄で言及した大阪地中間判昭和61年に対する，神前禎「判批」ジユリス

ト943号111頁この立場である。ドイツ法について，河野正憲「単独外国裁判籍の

合意J判タ 467号（1982)55頁。

闘 しかし，大阪地中間判決昭和61年3月26日は，外国の合意管轄があっても相殺

の抗弁に供された自働債権についても受訴裁判所で判断できるとした。

倒最近のものとして，最判平成18年4月14日民集60巻4号1497頁参照。

倒詳細は，ケスターパルチェン・前掲374頁。

00 しかし， EC裁判所1995年判決は，プラッセル条約の適用を否定した。ケスター

パルチェン・前掲378頁。

鋤 Schack,IZVR, Rn. 355. 

間 渡辺憧之「客観的併合による国際裁判管轄J現代社会における民事手続法の展開・
石川明先生古稀祝賀上巻（2002)377頁。

倒安達栄司・民事手続法の革新と国際化（2006)156頁参照。

側 これに対して，研究会報告書第6の1. 1は複数請求問の密接な関係を要件にし

て客観的併合の管轄を広く認める立場である。研究会報告書（6・完）悶L邸8号

71頁。

帥詳細は，渡辺・前掲（石川古稀） 385頁以下。

削安達栄司・ジュリ重判解説平成14年286頁。

倒竹下ほか・前掲（研究会新民訴法） 29頁以下。

帥渡辺慢之「判例に見る共同訴訟の国際裁判管轄」二十一世紀の法と政治・大阪大

学法学部創立50周年記念論文集（2002)392頁以下参照。

帥研究会報告書第6の2は普通裁判籍の要件を求めず，民訴法7条（38条前段）を



［安達栄司］ 合意，応訴，反訴および併合による国際裁判管轄 95 

国際裁判管轄にも転用する立場である。研究会報告書（6・完） NBL 888号74頁。

師最判平成 10年4月28日民集52巻3号853頁。本最判について，安達「判批j

NBL678号65頁参照。

帥 高橋宏志・重点講義民事訴訟法・下（2004)243頁。渡辺教授は，民訴法41条の

同時審判共同訴訟の「法律上（および事実上）の択一的帰責関係J概念を利用する
ことを提案される。渡辺・前掲（大阪大学記念論文集） 431頁。

帥 そのような学説として楼田嘉章「主観的併合」新・裁判実務体系3国際民事訴訟

法（2002)135頁の基準（青林書院）がある。「訴訟の目的である権利または義務が

数人について共通であるとき，または同ーの事実上および法律上の原因に基づくと

きに，その数人が共同訴訟人として訴え，または訴えられることにより，訴訟の目

的である請求をめぐる判決聞の矛盾を避ける必要性があるときで，被告の l人につ

いてその意思・態度に基づくものでなく また欠席判決という形でもない国際裁判

管轄が我が国に認められる限りにおいて」。この楼図説に関して言うならば，合意

管轄，応訴管轄が排除されるのは当然であるし，合意または応、訴は個別的なもので

あるから当然除外される。裁判の矛盾回避と権利義務共通は同義。欠席判決につい

ては，管轄原因事実についてだけ，管轄原因事実の符合の場合の自白を排除する意

義に乏しい。

側 [2006] ECR 1-6535.本判決を紹介する日本語文献として，さしあたり安達栄司

「EUの特許権侵害訴訟における国際的併合管轄の可否J国際商事法務（2007年 10
月号） 35巻 10号 1430頁。


